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ガスでパッと明るくチョっといい未来

＝エネルギーと未来のために、

東京ガスグループがめざすこと。＝

東京ガス株式会社

財務部 ＩＲ部長

中村 恒

東京ガス株式会社

財務部 ＩＲ部長

中村 恒
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事業概要
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東京ガスのあゆみ東京ガスのあゆみ

～1885年～
創業

渋沢栄一

関東信越地区15社合併

供給エリアは一都八県に

～1945年～

ガス企業の統合

～2007年～
～1969年～

液化天然ガス（LNG）

初輸入

アラスカLNG
売買調印式

天然ガス転換プロジェクト

横浜ガス灯

343件

1971年
400万件

1938年
100万件
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東京ガスのグループ概要と直近の業績東京ガスのグループ概要と直近の業績

14,157
15,352

17,290

0

5,000

10,000

15,000

20,000

売上高

835

1,215

680
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経常利益

◆ 設立 1885年10月1日（お客さま数 343件）

◆ お客さま数 関東圏を中心とした1,074万件 ※10年度末

◆ 従業員 単体 7,700人、連結 16,134人 ※10年度末

◆ 資本金 1,418億円

◆ 経営理念 東京ガスグループは、天然ガスを中心とした

「エネルギーフロンティア企業グループ」として、

「快適な暮らしづくり」と「環境に優しい都市づくり」 に貢献し、お客さま、

株主の皆さま、社会から常に信頼を得て発展し続けていく。

代表取締役社長 岡本 毅

537
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330

0
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当期純利益

2010年3月期

2011年3月期

2012年3月期
（予定）

今年度についても売上高は増加する見通しですが、原料費高騰に伴う料金単価への転嫁が

翌年度へずれ込むため、経常利益、当期純利益は減少する見通しです。

億円 億円 億円
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原料費調整制度のしくみ原料費調整制度のしくみ
貿易統計にもとづく3ヶ月の平均原料価格と、基準となる原料価格（基準平均原料価格）を

比較し、その変動分について、あらかじめ定められた算定方法によりガス料金を調整します。

→ 原料価格の3ヶ月平均値を、中2ヶ月の間隔をおいて、次の1ヶ月分のガス料金に

反映します。

＜料金スライドイメージ＞
(円/t)

(年月)

未 回 収

N年度 N+1年度

回 収
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東京ガスグループの供給エリア
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【電力・ガス4社販売量推移】

1.00
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03年度 05年度 07年度 09年度 11年度 13年度

（倍）

東京ガス

A社

B社

C社

東京ガスの東京ガスの特色特色
☆ 安定性安定性

－ 景気に左右されない規制分野 （お客さま件数約1千万件）

－ 関東圏は今後も人口流入を見込む

－ 日本全国の都市ガス販売量の43％を供給

☆ 成長性成長性 ～ ＬＮＧバリューチェーンの高度化～

①ＬＮＧ調達からお客様に至る、事業価値向上（利益拡大・安定供給等）

② 事業エリアの拡大

・恵まれた商圏 ＝ 関東立地 （日本のGDPの39％） ＋ 国内・海外

☆ 明瞭な株主配分方針明瞭な株主配分方針
－ 総分配性向60％と、確実な配当の実施

【主要エリアの国内総生産
（GDP）構成割合】

エリア
35%

東京
エリア
39%

エリア
10%

大阪
エリア
16%

【全国都市ガス販売量】

大阪ガス
26%

東京
ガス
43%

その他
18%

東邦ガス
12%

※03年度を1とし
成長率を表示

※当社調べ

その他

名古屋

出典：内閣府「国民経済関連
計算」2007年度版より
当社作成

出典：2009年度各社資料より
当社作成
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工業用
42.3%

家庭用
23.9%

卸供給
13.2%

業務用
20.6%

都市都市ガスガスの用途の用途
～家庭用が安定性、工業用が成長性を担います～～家庭用が安定性、工業用が成長性を担います～

工業用では、鉄鋼・自動車・食品業界など、様々な業種の
工場のボイラー・コージェネレーション・発電用に

業務用では、ビル・ホテル・学校・
病院の空調、地域冷暖房等に

地方の都市ガス事業者への
ローリー車などでの卸供給販売も 家庭用では、

キッチン・床暖房・
浴室暖房乾燥機・
ミストサウナ等に

6%
94%

147億㎥
1,074万件

外円：販売量割合

中円：件数割合

※10年度末
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天然ガスの特長
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天然ガスの環境優位性天然ガスの環境優位性

燃焼時のCO2等排出量が化石燃料で最も少ない

（燃焼時）

出典：「エネルギー白書
2009」資源エネルギー庁

環境にやさしいエネルギー
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ｱﾌﾘｶ
7.9%

ｱｼﾞｱ

ｵｾｱﾆｱ

8.3%
中東
41.0%ﾖｰﾛｯﾊﾟ

ﾕｰﾗｼｱ

34.0%

中南米
4.0%

北米
4.8%

天然ガスの安定性天然ガスの安定性

①①世界各国に広く分布世界各国に広く分布
②②可採年数「６０年」＋可採年数「６０年」＋αα＝＝200200年？年？

出典：BP Statistical Review of World Energy, June 2009

【天然ガスの地域別確認埋蔵量構成比（％）と可採年数（石油比較）】

ｱﾌﾘｶ
10.0%

ｱｼﾞｱ
ｵｾｱﾆｱ
3.3%

中東
60.0%

ﾖｰﾛｯﾊﾟ
ﾕｰﾗｼｱ
11.3%

中南米
9.8%

北米
5.6%

石油

約42年

天然ガス

約60年

可採年数 可採年数

高い供給安定性

ﾛｼｱ
9.2%

ﾌﾞﾙﾈｲ
10.8%

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
21.5%

ﾏﾚｰｼｱ
41.9%

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 7.9%

ｶﾀｰﾙ 3.3%

その他 5.4%

東京ガス
ＬＮＧ輸入量

1,069万ｔ
2010年度

【東京ガスのＬＮＧ輸入先】
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東京ガスグループがめざすこと。
チャレンジ2020ビジョン

（2011年11月15日発表）
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チャレンジチャレンジ20202020ビジョンを発表ビジョンを発表(2011(2011年年1111月月1515日）日）

「ＬＮＧバリューチェーンの高度化」のためのアクションプラン
（１）マーケットニーズに合わせたエネルギーソリューションの提供

（２）エネルギーを安全かつ安定的に供給

（３）原料価格の低減と安定調達

（４）スリムで強靭な企業体質の実現

＝１０年後の未来のために、東京ガスグループがめざすこと。＝

「ＬＮＧバリューチェーンの高度化」イメージ

エネルギー
ソリューション

（１）エネルギーソリューションの規模・内容の拡充
・分散型ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ ・天然ガス火力発電
・ｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸ ・再生可能エネルギー
・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ ・各種ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ 等

（２）供給セキュリティ
・保安の強化

（３）安価かつ安定した調達
上流の取り組み多様化・拡大

・海外ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
・海外ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ

・海外天然ガス火力発電
・海外ガス供給

LNGﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝを
日本から世界へ

・天然ｶﾞｽ普及拡大
・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
・ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ

LNGﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝを
首都圏から全国へ

エネルギー
ソリューション

製造・供給調達・輸送
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アクションプラン

（１）マーケットニーズに合わせた

エネルギーソリューションの提供
（２）エネルギーを安全かつ安定的に供給

（３）原料価格の低減と安定調達

（４）スリムで強靭な企業体質の実現
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（１）マーケットニーズに合わせた（１）マーケットニーズに合わせた
エネルギーソリューションの提供エネルギーソリューションの提供

（ⅰ）分散型エネルギーシステムを普及・拡大します。（エネファーム、
コージェネレーションシステムなど）
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400万kW

150万kW

＜エネファーム（家庭用）＞

現状の2.6倍現状の33倍

＜コージェネレーション（産業用・業務用）＞
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（１）マーケットニーズに合わせた（１）マーケットニーズに合わせた
エネルギーソリューションの提供エネルギーソリューションの提供

（ｉｉ）電力事業を拡大します。

・電力需給問題の解決に貢献するため、LNG調達力やLNG・パイプライン設備

などを活かし、高効率コンバインドサイクルによる火力発電を拡大

（200万kW→500万kW（最大）していきます。

扇島パワー 川崎天然ガス発電
（80万kW、75%出資） （80万ｋW、49％出資）

東京ガス横須賀パワー 東京ガスベイパワー
（２4万kW 75%出資） （10万ｋW 100%出資）

200万kW

300～
500万

kW

0

100

200

300

400

500

2011 2020

（万kW）

＜発電事業規模（他社持分含む）＞
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（１）マーケットニーズに合わせた（１）マーケットニーズに合わせた
エネルギーソリューションの提供エネルギーソリューションの提供

（ⅲ）電力のピークカット・省エネ・省ＣＯ２に貢献する

ガス機器の普及・拡大を進めます。

＜家庭用床暖房＞

＜エネファーム＞

＜ピピッとコンロ＞
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アクションプラン
（１）マーケットニーズに合わせたエネルギーソリューションの提供

（２）エネルギーを安全かつ安定的に供給
（３）原料価格の低減と安定調達

（４）スリムで強靭な企業体質の実現
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（２）エネルギーを安全かつ安定的に供給（２）エネルギーを安全かつ安定的に供給①①
～保安対策を進めるとともに、設備を増強します。～保安対策を進めるとともに、設備を増強します。

【地震・津波等の災害対策】

・地震時には被害甚大地区を除き、30日以内（現状55
日）以内の復旧を目指します。

【停電対策】

・自家発電設備増強等の、基地の停電対策を強
化します。

【保安の確保】

・経年本支管等の設備対策、消費機器保安の
推進等、保安確保のための対策を強化します。
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（２）エネルギーを安全かつ安定的に供給（２）エネルギーを安全かつ安定的に供給②②
～保安対策を進めるとともに、設備を増強します。～保安対策を進めるとともに、設備を増強します。

【設備増強計画】

・日立基地建設により、東京 湾内の３基
地と日立基地が連携することで、供給イン
フラ全体の安定性が向上します。

・幹線等のループ化を図ることにより関東
圏全体のエネルギーセキュリティ向上に
貢献します。
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アクションプラン
（１）マーケットニーズに合わせたエネルギーソリューションの提供

（２）エネルギーを安全かつ安定的に供給

（３）原料価格の低減と安定調達
（４）スリムで強靭な企業体質の実現

ダーウィンLNGプロジェクト
（バユ・ウンダンガス田）

クイーンズランド・カーティス
LNGプロジェクト

（CBMガス処理プラント）

エネルギー ホライズン号
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西豪州（53万トン）/西豪州拡張（107.3万トン）

インドネシア（92万トン）

ブルネイ（124万トン）

マレーシア I （260万トン）/ II（80万トン） / Ⅲ（34万トン）

カタール（35万トン）

サハリンⅡ （110万トン）

既存ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（契約数量）

新規ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（契約数量）

ゴーゴン（110万トン）
上流権益１％

プルート（150～175万トン）
上流権益５％

東京ガスのＬＮＧ受入量
1,005万ｔ （09年度）

ダーウィン（100万トン） 上流権益3.07％

クイーンズランド・カーティス
（120万トン） 上流権益1.25％

（３）（３）東京ガスの東京ガスの原料価格の低減と安定調達原料価格の低減と安定調達
～分散された供給源からの長期契約による調達により、安定供給を支えています～～分散された供給源からの長期契約による調達により、安定供給を支えています～

マレーシア 42%

オーストラリア 22%

ブルネイ 11%

インドネシア 8%

ロシア 9%
カタール 3%

アラスカ 1% その他 4%

イクシス（105万トン）
上流権益１．５７５％
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アクションプラン
（１）マーケットニーズに合わせたエネルギーソリューションの提供

（２）エネルギーを安全かつ安定的に供給

（３）原料価格の低減と安定調達

（４）スリムで強靭な企業体質の実現
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東京ガス東京ガス

お客さまお客さま

関係会社関係会社協力企業協力企業

東京ガスグループ東京ガスグループ

「チャレンジ2020ビジョン」より、
東京ガス、関係会社、協力企業の
総称を従来の「オール東京ガス」から
「東京ガスグループ」に変更します。

他社他社

経費の戦略的運用
インフラコストダウン

最適な業務遂行体制の構築
人材育成・強化

（４）スリムで強靭な企業体質の実現（４）スリムで強靭な企業体質の実現

・東京ガスグループとしての総合力を発揮するため、グループ全体（関係会社、ライフバル
をはじめとした協力企業を含む）での最適な業務遂行体制を構築します。併せて業務の見
直し等を進め、グループ全体として適正な人員で業務を遂行します。
なお、業務遂行にあたっては、他社との連携も検討・実施します。

・経費の戦略的運用、インフラのコストダウン等に努め、効率的に諸施策を推進します。

・「ＬＮＧバリューチェーンの高度化」を進めるため、グループ全体での人材育成・強化を
実施します。



26

２０２０年に向けての各種指標



27

19

35

34

27

35

30

52

70

33

35

0

50

100

150

200

250

2011 2020

（億m3）

150億m3

220億m3

19

35

34

27

35

30

52

70

33

35

0

50

100

150

200

250

2011 2020

（億m3）

150億m3

220億m3

20202020年に向けてのチャレンジ指標年に向けてのチャレンジ指標

４.3％

５.2％

４.5％

８.4％

２.3％

0.0％

年平均
伸び率

201１年度
見通し

2020年度

家庭用 ３５ ３５

業務用 ２７ ３３

工業用
（一般工業用）

３４ ７０

工業用
（発電専用）

３５ ５２

卸 １９ ３０

合計 １５0 ２２０

＜用途別ガス販売量＞ （億m3）

ガス販売量

～工業用をドライバーに、販売量を拡大していきます。

家庭用

業務用

工業用
（発電）

卸

工業用
（一般）

現状の１｡５倍
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現在の姿

（2011年度見通し）
2020年の姿

ガス販売量

（LNG供給含む）
150億m3／年 220億m3／年

エネファーム

（ストック）
0.9万台 30万台

コージェネレーション

（ストック）
150万kW 400万kW

ガス空調

（ストック）
400万RT 570万RT

発電事業

（他社持分含む）

国内 200万kW

海外 330万kW

国内 300～500万kW

海外 500万kW

20202020年年に向けてのチャレンジ指標に向けてのチャレンジ指標

天然ガスの普及・拡大指標
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20202020年に向けてのチャレンジ指標年に向けてのチャレンジ指標

キャッシュフロー配分

～バランスの良いキャッシュフロー配分を目指します。

2012～2020年度合計：24,800億円程度 2012～2020年度合計：20,600億円程度
（約2,300億円/年）

（参考）09～13中期経営計画における
設備投資・投融資：約1,800億円/年

設備投資・投融資・株主還元 設備投資・投融資の使途

連結営業キャッシュフロー 22,400億円

外部借入（有利子負債）等 2,400億円

設備投資・投融資・株主還元 24,800億円

株主還元
4,200億円 
（17%）

投融資  
3,800億円 
（15% ）

設備投資
16,800億円

（68%）

その他
関係会社投資
1,400億円

（7%）

インフラ
7,300億円
（35%）

海外事業
3,200億円
（16%）

需要開発
6,000億円
（29%）

業務基盤
2,700億円
（13%）
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現在の姿
（2009ｰ2011年度平均）

2020年の姿

連結営業
キャッシュフロー

約2,100億円/年
2,500億円/年程度

（2012-2020年度計：22,400億円）

ＲＯＥ 7.3％ 8％程度

ＲＯＡ 3.3％ 4％程度

Ｄ／Ｅレシオ 0.7
0.8程度

（各年度）

総分配性向
60.6％

（2009-2010年度平均）
60％程度

20202020年に向けての年に向けてのチャレンジ指標チャレンジ指標

財務指標

～引き続き安全性が高い財務指標を目指していきます。
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20202020年に向けてのチャレンジ指標年に向けてのチャレンジ指標

事業構造（連結純利益・事業別比率）

～連結純利益を拡大するとともに、海外事業の割合を高めていきます。

ガス事業
70％

ガス事業
50％

LNG販売・
電力・その他事業

25％

海外事業
25％

LNG販売・
電力・その他事業

20％

海外事業
10％

現在の姿
（2009－2011年度平均）

2020年の姿
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70.66

25.26

70.6660.87

60.14

60.11

73.56
63.35

21.33

45.3250.19 51.18

0

20

40

60

80

06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度

％

総分配性向

配当性向

株主さまへの還元株主さまへの還元①① 総分配性向総分配性向

総分配性向
60.9％

（ﾀｰｹﾞｯﾄ：6割）
＝

10年度配当額
241億円

11年度自社株取得額

340億円

10年度当期純利益 954億円

＋

総分配性向総分配性向

【※10年度の総分配性向】

※ n年度総分配性向＝(n年度配当＋n+1年度自社株取得)÷n年度当期純利益

株主さまへの配分方針
総分配性向※ （配当＋自社株買い）を連結当期純利益の6割とする。

（予定）
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5

6 6 6

7 7 7

99

888

4

5

6

7

8

9

'99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10

円

株主さまへの還元株主さまへの還元②② 配当性向配当性向

配当配当

株主さまへの配当方針
安定的かつ、長期的増配を目指す（現行９円/株） 。

年度

緩やかで着実な増配
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当社の株価推移（過去１年間）当社の株価推移（過去１年間）

日経平均が６％下落する一方、当社株価は６％上昇



35
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3,042

3,520

1,941

6,699

2,742

3,468
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前年実績 今回見通し

【１月31日発表】第3四半期決算発表の概要（通期見通し）（2011.4.1‐2012.3.31）

百万m3, 45MJ

[14,850](百万 m3未満は四捨五入)

[14,745]

(16.7℃)平均気温 (16.8℃)

▲624

▲535

▲524

+2,463

+1,938

+105

増減

954

1,215

1,224

14,127

15,352

14,745

2010年度 %2011年度

ガス販売量
(百万m3, 45MJ)

14,850 +0.7

売上高 17,290 +12.6

営業費用 16,590 +17.4

営業利益 700 ▲42.8

経常利益 680 ▲44.1

当期純利益 330 ▲65.4

１．工業用（特に発電需要の増加）により、ガス販売量は

前年実績を上回る見通し。

２．原材料費の上昇に伴い、売上高、営業費用ともに前年実績を

上回る見通し。

３．営業費用の増加が売上高の増加を上回るため、対前年では

減益になる見通し。

＜連結ガス販売量見通し＞ ＜主要連結指標見通し＞

＜主なポイント＞

家庭用

業務用

工業用

卸供給

（億円）
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【１月３１日発表】小口部門料金引き下げの概要

１．趣旨 ： 経営効率化努力による固定費のコストダウンの成果を

お客さまに還元するために実施するもの。

２．対象及び適用日 ： 小口部門（年間使用量10万m3未満）。

2012年3月8日から

３．引き下げ幅 ： 小口部門全体平均1.57%

（供給約款1.63%、選択約款1.38%）*

*2月適用の平均原料価格ベース（66,200円/t）

での年間ガス売上高比較

４．標準家庭における引下げ額 ： 88円
（1ヶ月に32m3ご使用。2月分の標準原料価格を基準に算定したもの。）

５．基準平均原料価格 ： 66,180円/ｔ （従来53,810円/ｔ）

６．上限バンド ： 105,890円/ｔ （基準平均原料価格の160%）

７．前回の改定 ： 2008年4月15日、平均1.51%引き下げ。
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東京ガス株式情報と個人投資家向け情報発信東京ガス株式情報と個人投資家向け情報発信
～様々な媒体で、情報提供しています～様々な媒体で、情報提供しています～～

東京ガス東京ガスIRIRホームページホームページはこちらはこちら

http://www.tokyohttp://www.tokyo--gas.co.jp/IR/ir_j.htmlgas.co.jp/IR/ir_j.html

「東京ガス株主」で検索「東京ガス株主」で検索
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今後とも今後とも東京ガスを東京ガスを
よろしくお願いいたします！よろしくお願いいたします！

本資料は情報提供のみを目的としたものであり、弊社株式の購入や売却などを勧誘するものではありません。また、
本資料に記載されている将来予測・業績予想は、現時点で入手可能な情報により当社が判断したもので、その正確性
を保証するものでは無く、今後予告無く変更されることがあります。
さまざまなリスク要因や不確実要素により、実際の業績や見通しは本資料の記述内容とは大きく異なる結果となる可
能性があります。業績に影響を与えうる重要な要素には、日本経済の動向、原油価格・LNG価格の動向、気温の変動、
円ドルの為替相場、ならびに急速な技術革新と規制緩和の進展への東京ガスの対応等があります。但し、業績に影
響を及ぼす要素はこれらに限定されるものではありません。
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シェールガス
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ガス料金の原価についてガス料金の原価について

ガス料金の原価は、一定の計算期間を決め、その期間における原料費・人
件費・修繕費等の必要適正な諸経費に事業報酬を加えて算定しています。

支払利息等事
業
報
酬

利益準備金

配当金

法人税･住民税

営業費

（原材料費、労務費、
諸経費、減価償却費
ほか）

ガス料金収入

＜収益＞ ＜総原価＞

支払利息等事
業
報
酬

利益準備金

配当金

法人税･住民税

営業費

（原材料費、労務費、
諸経費、減価償却費
ほか）

経営効率化後
＜総原価＞

・販売量の拡大による
固定費の圧縮
・コスト削減

値
下
げ
原
資
に


